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独立行政法人国立特別支援教育総合研究所の中期計画  

 

文部科学大臣認可 

平成 23 年３月 31 日 

 

 独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第三十条の規定により、独立行政

法人国立特別支援教育総合研究所（以下「研究所」という。）が中期目標を達成する

ための中期計画を次のとおり定める。 

 

 

Ⅰ  国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 １  特別支援教育に係る実際的・総合的研究の推進による国の政策立案・施策推進

等への寄与及び教育現場への貢献 

（１）国の政策課題及び教育現場のニーズ等に対応した研究の推進 

① 特別支援教育のナショナルセンターとしての役割を踏まえた、国の政策的課

題や教育現場の課題に対応した研究に一層精選、重点化して実施し、障害のあ

る子ども一人一人の教育的ニーズに対応した教育の実現に貢献する。 

イ 国として特別支援教育政策上重要性の高い課題に対する研究 

教育制度・システムに関する調査・研究、先導的な指導方法の開発に係る

研究など、国として特別支援教育政策上重要性の高い課題に対する研究を実

施する。 

ロ 教育現場等で求められている喫緊の課題に対応した実際的研究 

障害のある子どもの教育内容･方法等に関する調査・開発研究など、教育

現場等で求められている喫緊の課題に対応した実際的研究を実施する。 

② 研究計画を策定し研究体制の整備を進める。 

イ 中長期を展望し平成２０年８月に策定した研究基本計画について、国の障

害者制度改革の方向性など、国の政策の動向等を踏まえ改訂する。 

ロ 研究を戦略的かつ体系的に実施するための研究班を整備する。 

ハ 研究成果を教育現場等に迅速に還元するため、研究課題については、その

必要性、研究内容等について毎年度見直しを行いつつ、原則として、２年を

年限として研究成果をまとめる。 

ニ 特別支援教育全体に関わる重点的な課題を総合的に解決するため、中期目

標期間を見通して特定の包括的研究テーマ（領域）を設定し、複数の研究課

題から構成された研究を進める中期特定研究制度を創設する。 

③ 研究課題の精選・採択や研究計画・内容の改善を図るため、毎年度、都道府

県教育委員会や特別支援教育センター、学校長会等に対して研究ニーズ調査を

実施する。また、研究計画を立案する段階において研究成果の現場への効果的

普及の方策について特に留意する。 
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（２）評価システムの充実による研究の質の向上 

① 研究課題の精選・採択や研究計画・内容の改善を図るため、研究の事前評価

として、毎年度、都道府県教育委員会や特別支援教育センター、学校長会等に

対しての研究ニーズ調査をする。 

② 各研究課題について、国の政策課題や教育現場の課題への貢献等の観点か

ら、中間及び終了時における内部評価及び外部評価を実施する。また、評価シ

ステムについては不断の見直しを行う。 

③ ウェブサイトを活用し研究計画の事前・中間・事後において、教育現場をは

じめ広く国民からタイムリーな意見や情報の収集を実施する評価システムを

運用する。 

④ 中期特定研究制度については、全体研究計画の事前、中間、終了時評価（事

後評価）を実施するシステムを構築する。 

（３）学校長会、保護者団体、大学等の関係機関等との連携・協力体制の強化による

実際的で総合的な研究の推進 

① 相互の課題認識・研究方法・研究資源などを学校長会、保護者等の関係機関

等と共有することにより、実際的、効率的かつ効果的に研究を実施する。 

イ 研究協力者、研究協力機関及び研究パートナー制度を統合し、より広く研

究協力を求める仕組みを中期目標期間中に導入する。 

ロ 学校長会等教育関係団体と連携し、学校現場の実態等を適切に把握するた

めの共同調査を実施することなどにより、連携関係を一層強化する。 

ハ 保護者団体等と連携を図り、教育課題等を把握し研究の進展を図る。 

ニ 福祉・医療・労働関係機関・団体との連携を一層推進する。 

② 大学などの基礎的研究と研究所の実際的研究との有機的な連携や筑波大学

附属久里浜特別支援学校との連携を図ることにより、研究の質的向上を図る。 

イ 大学や民間などの研究機関等との「共同研究」を毎年度実施する。 

ロ 自閉症教育に係る研究について、筑波大学附属久里浜特別支援学校と相互

連携協力を行う。 

③ 特別支援教育に関する協議及び情報交換等を行うため、海外の研究機関等と

のシンポジウムを適宜開催するなど、海外との研究交流を推進する。 

 

２ 各都道府県等における特別支援教育政策や教育研究及び教育実践等の推進に寄

与する指導者の養成 

（１）都道府県等の特別支援教育政策等の推進に寄与する専門性の向上 

各都道府県等における政策課題の実現の中核となる指導主事や教職員を対象に、

各都道府県等の教育政策や教育研究の推進に寄与するための専門性の向上を図る

ことを目的とする特別支援教育研究研修員制度（１年の研修期間）を実施する。 

なお、この研究研修員制度については、研修効果を全国に還元する観点から、そ

の在り方を含め見直す。また、見直しを実施する際には経費の縮減に努める。 
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イ 研究所の「重点推進研究」や「専門研究」に直接参画する。 

ロ 受講者に対して、研修成果の還元に関する事前計画書等の作成・提出を求

めるとともに、修了直後又は修了後１年後を目途として、研修の内容・方法

等についてアンケート調査を実施し、平均８５％以上の有意義であったとの

プラス評価を確保する。仮に、８５％を下回った場合には、研修の内容・方

法等を改善する。 

ハ 受講者の任命権者である教育委員会等に対し、研修成果の還元に関する事

前計画書等の作成・提出を求めるとともに、修了後１年後を目途として、研

修内容・方法等の充実を図るためのアンケート調査を実施し、８０％以上か

ら研修を効果的に活用できている等のプラス評価を確保する。仮に、８０％

を下回った場合には、研修の内容・方法等を改善する。 

ニ 研究所が設定する受講者数に対する実際の受講者の参加率が、毎事業年度

平均で８５％以上となるようにする。仮に、実際の受講者の参加率が、毎事

業年度平均で８５％を下回った場合には、受講者数の見直し等、必要な措置

を講じる。 

ホ 研修の修了者に対して、インターネットを活用し、最新の特別支援教育情

報などの提供を行う。 

（２）各障害種別に対応する指導者の専門性の向上 

各都道府県等の障害種別毎の教育の中核となる教職員を対象に、障害種別にコー

スを設け、研究成果等の普及等を目的とした専門的かつ技術的な講義・演習・研究

協議等を通して、その専門性と指導力の向上を図り、各都道府県等の教育実践の充

実を図るための「特別支援教育専門研修」（約２か月の研修期間）を実施する。 

イ 研修開始に当たっての共通理解の促進を図るため、受講者の事前学習とし

て、研究所ウェブサイトからインターネットを通じ、基礎的な内容について

受講者が事前に履修できるよう措置する。 

ロ 研究協議等の演習形式を多く取り入れたプログラムを実施するとともに、

受講者が受講した内容を実際の業務や活動の中でいかせるものとなるよう

逐次カリキュラム等の見直しを行う。 

ハ 受講者に対して、研修成果の還元に関する事前計画書等の作成・提出を求

めるとともに、修了直後又は修了後１年後を目途として、研修の内容・方法

等についてアンケート調査を実施し、平均８５％以上の有意義であったとの

プラス評価を確保する。仮に、８５％を下回った場合には、研修の内容・方

法等を改善する。 

ニ 受講者の任命権者である教育委員会等に対し、研修成果の還元に関する事

前計画書等の作成・提出を求めるとともに、修了後１年後を目途として、研

修内容・方法等の充実を図るためのアンケート調査を実施し、８０％以上の

受講者が、各地域で行う研修、研究会等の企画・立案及び研修の講師として

指導的な役割を担っているという結果などプラスの評価を確保する。仮に、
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８０％を下回った場合には、研修の内容・方法等を改善する。 

ホ 研究所が設定する受講者数に対する実際の受講者の参加率が、毎事業年度

平均で８５％以上となるようにする。仮に、実際の受講者の参加率が、毎事

業年度平均で８５％を下回った場合には、受講者数の見直し等、必要な措置

を講じる。 

ヘ 研修の修了者に対して、インターネットを活用し、最新の特別支援教育情

報などの提供を行う。 

（３）国の重要な特別支援教育政策や教育現場の喫緊の課題等に対応する指導者の養

成 

① 上記以外に実施している各種の研究協議会については、各都道府県等におい

て指導的立場に立つ指導主事や教職員を対象として、特別支援教育に係る研究

成果等の普及を目的とした特別支援教育のナショナルセンターにふさわしい

特別支援教育政策上や教育現場等の喫緊の課題に対応した専門的かつ技術的

な研修（各２～３日程度の研修期間）を重点化して実施する。 

なお、中期目標期間の開始時には、次の研修を実施する。 

・交流及び共同学習推進指導者研究協議会 

・特別支援教育コーディネーター指導者研究協議会 

・発達障害教育指導者研究協議会 

・特別支援学校寄宿舎指導実践指導者研究協議会 

② これらの研修の実施については、次の事項に留意する。 

イ 地方公共団体における同種の研修の実施実態を把握し、研修の必要性、研

修内容等について逐次見直しを実施するとともに、各都道府県等において定

着し、研究所において実施する必要性が低下した研修については廃止を含め

検討する。 

ロ 研修毎に、受講者に対して、修了直後又は修了後１年後を目途として、研

修の内容・方法等についてアンケート調査を実施し、平均８５％以上の有意

義であったとのプラス評価を確保する。仮に、８５％を下回った場合には、

研修の内容・方法等を改善する。 

ハ 研修毎に、受講者の任命権者である教育委員会等に対し、修了後１年後を

目途として、研修内容・方法等の充実を図るためのアンケート調査を実施し、

８０％以上の受講者が、各地域で行う研修、研究会等の企画・立案及び研修

の講師として指導的な役割を担っているという結果などプラスの評価を確

保する。仮に、８０％を下回った場合には、研修の内容・方法等を改善する。 

ニ 研究所が設定する受講者数に対する実際の受講者の参加率が、毎事業年度

平均で８５％以上となるようにする。仮に、実際の受講者の参加率が、毎事

業年度平均で８５％を下回った場合には、受講者数の見直し等、必要な措置

を講じる。 

ホ 研修の修了者に対して、インターネットを活用し、最新の特別支援教育情
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報などの提供を行う。 

（４）各都道府県等が実施する研修に対する支援 

① 各都道府県等において、障害のある児童・生徒等の教育に携わる教員の資質

向上を図る取組を支援するため、基礎的な内容及び専門的な内容に係る講義を

収録し、インターネットにより学校教育関係機関等へ配信する。 

イ 配信する研修コンテンツについて体系的・計画的な整備・充実を図る。な

お、利用者のアンケート調査等をもとに、内容及び運用の改善を図る。 

ロ 講義配信登録機関数を、中期目標期間終了までに８００機関以上確保す

る。 

② 都道府県教育委員会・特別支援教育センター等が実施する研修会等へ、実施

機関からの要請に応じ、適切な範囲で講師を派遣する。 

 

３ 各都道府県等における特別支援教育推進のための教育相談機能の質的向上に対

する支援と教育相談活動の実施 

（１）各都道府県等における特別支援教育推進のための教育相談機能の質的向上に対

する支援 

① 教育相談実施機関の自己解決力の向上を推進 

障害のある子どもの教育に関するコンサルテ－ションを実施する。実施に当た

っては、教育相談実施機関に対して有用度アンケートを実施し、８０％以上か

ら有用であるという結果などプラスの評価を得る。 

②  各都道府県等における教育相談機能等の質の向上に資する情報提供の充実 

イ 各地方自治体が行う教育相談の円滑な遂行に資するため、教育委員会、教

育センター、特別支援教育センター及びセンター的機能を担う特別支援学校

の利用に供するための、教育相談情報提供システム（教育相談に関する基本

情報ガイド及び事例データベース）の整備を進める。 

また、教育相談情報提供システムの利活用状況を毎年度評価し、必要に応

じて運用を見直す。 

特に教育相談情報提供システムの整備に当たっては、研究所が行う（２）

①の教育相談事例及びこれ以外に研究所が収集する事例のほか、全国の教育

センター、特別支援教育センター等との連携により教育相談に関する事例情

報やニーズ等を収集する。 

ロ 教育相談年報について、他の刊行物と統合するとともにインターネットを

活用した提供を行う。 

ハ 日本人学校等への支援を充実する。 

 

（２）各都道府県等では対応が困難な教育相談等の実施 

① 研究所においては、次の教育相談を実施する。 

イ 発生頻度の低い障害等の各都道府県等では対応が困難な事例に関する教
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育相談 

ロ 国外に在住する日本人学校等の保護者等からの教育相談 

ハ 上記①イ～ロの教育相談については、満足度アンケートを実施し、８０％

以上の満足度を確保する。 

② 教育相談事例の研究 

研究所で行う教育相談、コンサルテーションの内、特別支援教育の研究の進

展を図るために必要と判断するものを教育相談事例として研究を進める。 

 

４  特別支援教育に関する総合的な情報提供体制を充実し、研究者・教職員等の研究

や専門性、指導力の向上及び保護者等に必要な知識等を提供 

（１）研究成果の普及促進等 

① 研究成果については、 国の行政施策の企画立案・実施に寄与するよう国へ

提供する。 

② 研究活動等の成果の普及や質の向上、教育現場等関係機関との情報の共有を

図るため、研究所セミナーを開催するとともに、学会発表等により成果の普及

を図る。 

イ 研究成果の普及を図るため、研究協議等参加型の方法を中心としたプログ

ラムによる研究所セミナーを毎年度開催する。 

ただし、従来年２回開催していた研究所セミナーを統合し、経費を縮減す

る。 

また、参加者定員の９０％以上の充足率を確保するとともに、参加者８５

％以上の満足度を確保する。 

ロ 研究成果を学会等における口頭又は誌上において中期目標期間中５００

件以上発表する。 

③ 研究成果である報告書等を刊行し、ウェブサイトへ掲載する。 

イ 査読付研究紀要を年１回刊行する。 

ロ 毎年度、終了研究課題毎に研究成果報告書を刊行し、必要に応じて、研究

中間報告書を刊行する。 

ハ 重要な研究成果については、教育現場で活用しやすいようにガイドブック

やマニュアル等としてまとめ、提供する。 

ニ 教材・教具を試作した場合は、これを公開する。 

④ 都道府県教育委員会・特別支援教育センター等が実施する研修会等への講師

の派遣及び大学教育への参画を通して研究成果を普及する。 

（２）特別支援教育に関する情報の収集・蓄積・提供や理解啓発活動 

① インターネットを活用し、ナショナルセンターとして特別支援教育に関する

情報提供、理解啓発活動を行う。 

イ インターネットを活用し、ウェブサイトから特別支援教育に関する情報を

提供する。 
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ロ 発達障害教育にかかわる教員及び保護者をはじめとする関係者を支援す

るためインターネットを活用しウェブサイトから情報提供を行う。また、発

達障害についての理解啓発活動を行う。 

ハ メールマガジンを配信し、特別支援教育に関する情報を提供する。 

② 特別支援教育のナショナルセンターとして、特別支援教育に係る研究資料、

図書等を収集・蓄積する。またニーズに対応した情報提供を行う。 

イ 大学における研究成果も含めた特別支援教育に関する国内外の図書・資料

等（とりわけ実践研究の論文・資料）を収集・蓄積する。 

ロ 利用者のニーズに対応した情報提供を行う。来所する利用者に対して、特

別支援教育に係る情報を入手できたかどうかアンケート調査を行い、８５％ 

以上の満足度を確保する。 

ハ 研究所の所有する特別支援教育関係文献目録、特別支援教育実践研究課

題、所蔵雑誌・資料等、所蔵図書目録に関する情報のデータベースを運用す

る。 

また、データベースアクセス件数を年間５００,０００件確保する。 

③ 関係団体と連携し特別支援教育関係情報の普及を図る。 

イ 世界自閉症啓発デーに対応したシンポジウムなど、特別支援教育関係機

関、保護者団体等と連携した事業を実施する。 

ロ 特別支援学校長等を対象としたネットワーク構築など、同学校長会との連

携を踏まえた情報普及策について検討する。 

ハ 小学校・中学校等の教員等を対象とした情報提供システムの構築を関係団

体と協議する。 

④ 海外の特別支援教育に関する情報の収集・提供 

イ 特別支援教育に関する諸外国の情報を計画的・組織的に収集するとともに

国内の情報や諸外国の情報を国内外に提供する。 

ロ 国際交流に関する刊行物を見直し、他の刊行物と統合するとともにインタ

ーネットを活用した提供を行う。 

 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）管理部門の簡素化、効率的な運営体制の確保、アウトソーシングの活用等により

業務運営コストを縮減することとし、一般管理費については、経費縮減の余地がな

いか自己評価を厳格に行った上で、適切に見直しを行う。 

退職手当及び特殊要因経費を除き毎事業年度において、対前年度比一般管理費３

％以上、業務経費１％以上の業務の効率化を図る。 

なお、複数の事業から選択を要する事業の実施に当たっては、第三者委員会など

の評価により事業の重点化及び透明性の確保に努める。さらに業務の質の維持・向

上及び経費の削減の一層の推進のため官民競争入札等の導入を検討する。 

（２）契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成２
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１年１１月１７日閣議決定）に基づく取組を着実に実施することにより、契約の適

正化を推進し、業務運営の効率化を図る。 

（３）給与水準については、国家公務員の給与水準を十分配慮し、手当を含め役職員給

与の在り方について厳しく検証した上で、業務の特殊性を踏まえた適正な目標水準

・目標期限を設定し、その適正化に取り組むとともに、検証結果や取組状況を公表

するものとする。平成２３年度はこれまでの人件費改革の取組を引き続き実施する

とともに、平成２４年度以降は、政府における総人件費削減の取組及び今後進めら

れる独立行政法人制度の抜本的な見直しを踏まえ、厳しく見直す。なお、人件費の

範囲は国家公務員でいう職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当を含み、退職手当

及び福利厚生費を含まない。 

（４）内部統制については、理事長のリーダーシップの下、職員へのミッション・ビジ

ョンの周知徹底、コンプライアンス機能及び監事監査機能のさらなる充実・強化を

図る。 

（５）「第２次情報セキュリティ基本計画」（平成２１年２月３日情報セキュリティ政

策会議決定）等の政府の方針を踏まえ、適切な情報セキュリティ対策を推進する。 

 

Ⅲ 予算、収支計画及び資金計画 

（１）中期計画予算 

別紙のとおり 

（２）平成２３年度～２７年度収支計画 

別紙のとおり 

（３）平成２３年度～２７年度資金計画 

別紙のとおり 

 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

限度額３億円 

短期借入金が想定される事態として、運営費交付金の受入れが遅延する場合や予

想外の退職手当などに対応する場合を想定。 

 

Ⅴ 重要な財産の処分等に関する事項 

（１）財産については、その保有の必要性について不断の見直しを行う。 

（２）職員研修館を保有する必要性について検討し、不要と判断される場合には、用途

廃止を含め、その処分について検討を進める。 

 

Ⅵ 外部資金導入の推進 

関係機関、民間企業等から広報面、資金面で可能な限り協力が得られるよう積極的

に働きかけるとともに、研究のより一層の充実のため、競争的資金の獲得に努める。 

また、事業の目的を踏まえつつ、受益者負担の適正化、寄附金等による自己収入の
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確保に努める。 

 

Ⅶ 剰余金の使途 

研究の高度化・高品質化のための経費に充当する。 

 

Ⅷ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

（１）筑波大学附属久里浜特別支援学校との連携 

筑波大学附属久里浜特別支援学校と自閉症児の教育に関する指導方法・内容等に

ついての実際的研究や共同事業などを相互の連携・協力により行う。 

（２）施設・設備に関する計画 

研究活動、研修事業、教育相談活動及び情報普及活動を安全、かつ、円滑で効率

的に実施できるような環境を確保するとともに、障害者や高齢者をはじめ、広く一

般の方々が来所しやすい施設・設備の整備を図る。また、生涯学習の観点から施設

の一般公開を更に推進する。本中期計画期間中に整備する施設・設備は別紙のとお

り。 

（３）人事に関する計画 

① 方針 

研究活動、研修事業、教育相談活動及び情報普及活動を効率的に行うため、適

正に人員を配置する。 

② 人員に係る指標 

常勤職員については、その職員数の抑制を図る。 

（参考）中期目標期間中の人件費総額 

中期目標期間中の人件費総額見込み 

３，１０２ 百万円 

但し、上記の額は、国家公務員でいう職員基本給、職員諸手当、超過勤務手

当を含み、退職手当及び福利厚生費を含まない。 

③ その他 

・客員研究員等の活用による研究活動の活性化 

・人事交流の促進 

（４）中期目標期間を越える債務負担に関する計画 

電子計算機の賃貸借期間平成２４年１２月から２８年１１月までの４年間 
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別紙 

 

○中期計画予算 

（単位：百万円）  

 

区          分  

 

金     額  

 

  収  入  

   運営費交付金  

    施設整備費補助金  

    資産貸付料収入  

    文献複写料収入  

  受託事業収入  

 

    計  

 

 

 

5,272 

142 

22 

0 

0 

 

5,436 

 

  支  出  

 

  一般管理経費  

人件費  

   その他管理経費  

 

  業務経費 

   人件費  

   一般研究経費  

   特別研究経費  

   研修・講習事業経費  

   情報・普及事業経費  

   教育相談事業経費 

   国際協力研究経費 

 

  受託事業等経費  

 

施設整備費  

 

  計    

 

 

 

 

 

748 

169 

 

 

3,169 

336 

268 

110 

453 

8 

33 

 

0 

 

142 

 

5,436 

 

※  各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。  

 [人件費の見積り] 

  期間中総額３，１０２百万円を支出する。 

  なお、人件費の範囲は、国家公務員でいう職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当を含み、退

職手当及び福利厚生費は含まない。
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［運営費交付金の算定ルール］  

１）運営費交付金  

   毎事業年度に交付する運営費交付金Ａ(ｙ )については、以下の数式により決定する。  

Ａ (ｙ )＝Ｂ（ y）＋Ｃ（ y）－Ｄ(ｙ ) 

２）一般管理費  

   毎事業年度の一般管理費Ｂ（y）については、以下の数式により決定する。 

Ｂ（ y）＝（Ｂａ（ｙ－１）×γ＋Ｂｂ(ｙ－１ )×δ×ε）×α＋Ｂｃ（ｙ）＋Ｂｄ（ｙ）  

Ｂａ（ｙ）：当該事業年度における一般管理費中の 人件費。Ｂａ (ｙ－１ )は直前の事業

年度におけるＢａ(ｙ )。  

Ｂｂ（ｙ）：当該事業年度におけるその他管理経費。Ｂｂ(ｙ－１) は直前の事業年度に

おけるＢｂ(ｙ )。  

Ｂｃ（ｙ）：当該事業年度における一般管理費中の退職金。  

Ｂｄ（ｙ）：当該事業年度における管理部門に関連する特殊要因。人事、重点施策の実

施、事故の発生等の事由により当該年度に限り時限的に発生する経費であっ

て、運営費交付金の算定ルールに影響を与えうる規模の経費。各事業年度の

予算編成過程において、当該経費を具体的に決定。  

α     ：一般管理費における効率化係数。各事業年度の予算編成過程において、当

該事業年度における具体的な係数値を決定。  

γ     ：人件費調整係数。各事業年度予算編成過程において給与昇給率等を勘案し、

当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

δ     ：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度にお

ける具体的な係数値を決定。  

ε     ：業務政策係数。喫緊の課題に対応する事業として、各事業年度の予算編成

過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決定する。  

 ３）業務経費  

   毎事業年度の業務経費Ｃ（y）については、以下の算式により決定する。  

Ｃ（ y）＝（Ｃａ（ｙ－１）×γ＋Ｃｂ(ｙ－１ )×δ×ε）×β＋Ｃｃ（ｙ）＋Ｃｄ（ｙ）  

Ｃａ（ｙ）：当該事業年度における業務経費中の人件費。Ｃａ (ｙ－１ )は直前の事業年

度におけるＣａ(ｙ )。  

Ｃｂ（ｙ）：当該事業年度における研究及び事業経費。Ｃｂ(ｙ－１ ) は直前の事業年度

におけるＣｂ(ｙ )。  

Ｃｃ（ｙ）：当該事業年度における業務経費中の退職金。 

Ｃｄ（ｙ）：当該事業年度における研究及び事業に関連する特殊要因。人事、喫緊の課

題に対応した事業として情報通信基盤の整備など、運営費交付金の算定ルー

ルに影響を与えうる規模の経費。各事業年度の予算編成過程において、当該

経費を具体的に決定。（電算システム保守料・情報回線使用料等）  

β     ：業務経費における効率化係数。各事業年度の予算編成過程において、当該

事業年度における具体的な係数値を決定。  
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γ    ：人件費調整係数。各事業年度予算編成過程において給与昇給率等を勘案し、

当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

δ     ：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度にお

ける具体的な係数値を決定。  

ε     ：業務政策係数。喫緊の課題に対応する事業として、各事業年度の予算編成

過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決定する。  

 ４）自己収入  

   毎事業年度の自己収入Ｄ(ｙ )の見積額については、以下の数式により決定する。  

Ｄ (ｙ )＝Ｄ (ｙ－１ )×ζ×η  

Ｄ (ｙ )  ：当該事業年度における自己収入の見積額。Ｄ (ｙ－１ )は直前の事業年度に

おけるＤ(ｙ )。  

ζ     ：収入政策係数。過去の実績を勘案し、各事業年度の予算編成過程において、

当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

η     ：収 入 調 整 係 数 。過去の実績を勘案し、各事業年度の予算編成過程において、

当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

 ５）受託事業収入  

   毎事業年度の受託事業収入Ｅ (ｙ )の見積額については、以下の数式により決定する。 

Ｅ (ｙ )＝Ｅ（ｙ－１)×θ  

Ｅ (ｙ )  ：当該事業年度における受託事業収入の見積額。Ｅ (ｙ－１ )は直前の事業年

度におけるＥ(ｙ )。  

θ     ：受託事業収入政策係数。過去の実績を勘案し、各事業年度の予算編成過程

において、当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

※ 受 託 事 業 収 入 に は 産 学 連 携 等 収 入 ・ 寄 付 金 収 入 ・ 版 権 収 入 ・ 特 許 権 収 入 等 を 含 む 。  

 

 [中期計画予算の見積りに際し使用した具体的係数及びその設定根拠等] 

 

 [注記] 

・ 前 提 条 件 ： 運 営 費 交 付 金 の 算 定 ル ー ル に 基 づ き 、 一 定 の 仮 定 の 下 に 試 算 。  

α（アルファ） ：  一般管理費における効率化係数。△３％  

β（ベータ）  ：  業務経費における効率化係数。△１％  

γ（ガンマ）  ：  人件費調整係数。±０％ 

δ（デルタ）  ：  消費者物価指数。±０％ 

ε（イプシロン）：  業務政策係数。±０％  

ζ（ゼータ）  ：  収入政策係数。１％  

η （ エ ー タ ）   ：  収 入 調 整 係 数 。±０％  

θ（シータ）  ：  受託事業収入政策係数。±０％  

 

  ・ 施 設 整 備 費 に つ い て は 施 設 の 老 朽 度 等 を 勘 案 し て 試 算 し た 支 出 予 定 額 を 計 上 し て い る 。 



13 
 

平成２３年度～平成２７年度収支計画 

 

（単位：百万円）  

 

区          別  

 

金     額  

 

  費用の部  

   経常費用 

      一般管理費  

人件費            

       その他管理経費         

   業務経費  

    人件費  

       一般研究経費           

       特別研究経費           

       研修・講習事業経費   

       情報・普及事業経費   

       教育相談事業経費     

       国際協力研究経費     

     受託事業等経費 

  減価償却費  

    財務費用 

    臨時損失 

 

  収益の部  

  経常収益  

     運営費交付金収益 

    資産貸付料収入  

      文献複写料収入  

      受託事業収入  

      資産見返運営費交付金戻入  

   資産見返寄附金戻入  

      資産見返物品受贈額戻入  

     臨時利益  

 

 純利益  

 

 目的積立金取崩額  

 

 総利益 

 

5,367 

 

 

748 

169 

 

3,169 

336 

268 

110 

453 

8 

33 

0 

73 

0 

0 

 

5,367 

 

5,272 

22 

0 

0 

71 

1 

1 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

※  各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。  

 [注記 ] 当法人における退職手当については、役員退職手当規程及び職員退職手当規程に準じ て

支給することとなるが、その全額について、運営費交付金を財源とするものと想定している。  
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平成２３年度～平成２７年度資金計画 

 

（単位：百万円）  

 

区          別  

 

金     額  

 

  資金支出  

 

    業務活動による支出 

    投資活動による支出 

    財務活動による支出 

    次期中期目標の期間への繰越金  

 

 

 

  資金収入  

 

   業務活動による収入 

      運営費交付金による収入  

     資産貸付料収入  

      文献複写料収入  

      受託事業収入  

 

    投資活動による収入 

      施設費による収入 

      その他の収入  

 

    財務活動による収入     

                      

    前年度よりの繰越金     

 

 

5,436 

 

        5,294 

         142 

            0 

            0 

 

 

 

        5,436 

 

 

     5,272 

           22 

            0 

0 

 

 

         142 

            0 

 

            0 

 

            0 

 

※  各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。  
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施設・設備に関する計画 

 

 

（単位：百万円）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、上記の他、業務の実施状況等を勘案した施設整備が追加・修正されることがあり得

る。  

また、施設・設備の老朽度合いを勘案した改修 (更新 )等が追加 ･修正される見込みである 。 

 

 

施設・設備の内容 

 

予  定  額  

 

財   源  

 

  東・西研修員宿泊棟居室環境等改善工事

 

  消防設備更新                  

 

  東・西研修員宿泊棟周辺法面整備工事  

 

外灯改修他工事  

 

研究管理棟他外壁改修工事  

 

 

28 

 

28 

 

28 

 

28 

 

28 

 

施設整備費補助金  

 

施設整備費補助金  

 

施設整備費補助金  

 

施設整備費補助金  

 

施設整備費補助金  

 

 


